
農業生産法人 株式会社ＧＲＡ（宮城県亘理郡山元町）

就労支援機関などを招いた社内勉強会の開催を契
機に、障害のある社員の働きやすい環境の整備、サ
ポート体制の構築を推進

平成26年度
障害者雇用

職場改善好事例

奨励賞

事業所の概要
　宮城県亘理郡山元町に、東日本大震災後の平成23年７月
に設立された。最先端技術を活用したイチゴやトマトの栽
培に取り組み、産地のブランド化を目指している。事業所
全体で３人の障害者を雇用している。

精神障害者雇用の経緯

精神障害者の雇用形態・勤続年数

　地元の若年者や障害者の雇用の受け皿となることを法人
設立以来のビジョンとしている。職場実習で受け入れた特
別支援学校の生徒をジョブコーチによる支援を受けて雇用
した後、障害のある社員の雇用を増やすことを考え、精神
障害者の紹介を受けた。

業種及び主な事業内容
イチゴやトマトの農産物の生産、産地開発、
農業技術の研究開発など

精神障害者雇用数・従事作業

＜従事作業＞
清掃、野菜の収穫、栽培など

活用した支援機関・企業内の専門人材

雇
用
形
態

正社員 週の労働時間に変動なし
週の労働時間短縮等の変動あり

パート
・

アルバイト

週の労働時間が30時間以上
週の労働時間が20～ 30時間未満 1名
週の労働時間が20時間未満

勤
続
年
数

1年～ 2年未満 1名
2年～ 3年未満
3年～ 4年未満
4年～ 5年未満
5年以上

1 社内研修

4 情報共有 5 職務遂行の工夫

2 支援機関との連携 3 社内サポート

キーワード

精神障害者 1名従業員数 45名

障害者職業センター、特別支援学校、
障害者就業・生活支援センター、
医療関係者、就労移行支援事業所、
就労継続支援B型事業所

[支援機関]
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奨励賞

取 組 の 概 要

▼ 橋元 洋平さん（取締役副社長 COO）
　地元の若い人や障害のある人が働きたいと思えるような会社にしていきたいと考え、法人を設立
しました。農業には、作業内容をわかりやすく単純化することによって、障害のある社員が得意な
ことを生かして従事できる作業がたくさんあります。障害者の働きやすい環境づくりに当たって、
就労支援機関などの方を招いて勉強会を開催していますが、そこで勉強したことを基に社員みんな
が車座になって意見交換する場などを通して、「障害者だからできないだろうと思っていたことが、
実はそうではない」ということが実感され、障害の有無にかかわりなく会社の仲間として働く意識
が生まれています。

▽ Aさん【勤続１年】
　法人の玄関、作業場などの清掃、器具などの洗浄を主として、イチゴやトマトの栽培の手伝い
などもしています。最初は自分がどのような仕事をするのか、同僚や上司がどういう人なのかが
わからなくて不安でしたが、勤続１年を過ぎた現在は、作業に慣れてマニュアルなしで動くこと
ができ、休み時間には同僚とサッカーの話しをして楽しむなど、職場では、気持ちが穏やかでい
られます。相談したいことがあるときには、副社長や上司などが話を聞いてくださるので、助か
ります。

企 業 の 声
インタビュー

従 業 員 の 声
インタビュー

キーワード 改善前の状況 改善内容 改善後の効果

改
善
策
①

1 社内研修

2 支援機関との
連携

会社の設立以来、障害者雇用
の経験がなく、わからないこ
とや不安に思うことが多かっ
た。社員にも、障害者と一緒
に働いた経験や障害特性など
についての知識がなかった。

障害者雇用についての社内理
解を促進し、障害のある社員
の受入れ体制を整えるため、
就労支援機関等の専門家を講
師として招き、社内勉強会を
開催することとした。勉強会
の後、パート社員も加わり、車
座になって意見交換する場を
設け、参加者間で活発な議論
をしている。

パート社員も含め、障害のあ
る社員への接し方、何か課題
があるときの対応などに共通
する基礎知識を学ぶことがで
きた。

改
善
策
②

精神障害のある社員を初めて
雇用することとなったが、知
的障害者の雇用しか経験がな
かった。

就労支援機関や医療機関に来
てもらい、本人の状況、雇用管
理上の留意点など、専門的見
地からの助言を得た。
また、ジョブコーチの支援を
受け、本人の作業スケジュー
ルを明確化し、作業見通しを
立てることにより本人の不安
が軽減できることを学んだ。

精神障害のある社員のため、
１日の作業スケジュール表
及び作業内容を項目化した
チェックリストを作成し、週
３回の短時間勤務から雇用を
開始した。

改
善
策
③

障害のある社員に体調が優れ
ないなどの悩みがあって誰か
に相談したい時、副社長が全
ての窓口になっていたため、
副社長が不在の時に、障害の
ある社員が自らの状況を誰に
伝えればよいのかがはっきり
しておらず、対応までに時間
がかかることがあった。

社員に何か悩みがあったら、
現場の上司や身近で働く職場
のパート社員でもすぐに相談
に乗ることができるというサ
ポート体制をとることとして
いる。

障害のある社員とは信頼関係
が醸成され、仕事に対して積
極的な姿勢が見られるように
なっている。

3 社内サポート

3 社内サポート

5 職務遂行の工夫

4 情報共有

4 情報共有

2 支援機関との
連携
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農業生産法人 株式会社ＧＲＡ（宮城県亘理郡山元町）

1 社内研修

3 社内サポート 5 職務遂行の工夫

2 支援機関との連携改善策

1

改善策

2

改善策紹介

就労支援機関などを招いた社内勉強会の開催により障害のある社
員に対する共通理解を促進

社員ミーティングにおける課題の共有や作業チェックリストの作
成などにより障害のある社員の働きやすい環境を整備

　会社の設立以来、障害者雇用の
経験がなく、わからないことや不
安に思うことが多かった。社員に
も、障害者と一緒に働いた経験や
障害特性などについての知識がな
かった。そこで、障害者雇用につ
いての社内理解を促進し、障害の
ある社員の受入れ体制を整えるた
め、就労支援機関等の専門家を講
師として招き、社内勉強会を開催
することとした。
　これまで、障害者職業センター、
特別支援学校、障害者就業・生活
支援センター、医療関係者を招き、
障害特性などの基礎知識、接し方、
服薬についての知識、具合が悪く
なる前の前兆に対する配慮事項、
サポート体制などを勉強した。

　勉強会の後、パート社員も加わ
り、車座になって意見交換する場
を設け、参加者間で活発な議論を
している。
　これにより、パート社員も含め、
障害のある社員への接し方、何か
課題があるときの対応などに共通
する基礎知識を学ぶことができ
た。

　精神障害のある社員を雇用する
に当たっては、就労支援機関の職
員から、本人の状況、雇用管理上の
留意点などの助言を得た。
　また、本人、支援機関（医療・福
祉・就労）が集まるケース会議にお
いて、医療機関から体調管理や職
場における対処法などの助言を得
るとともに、ジョブコーチの支援
を受け、本人の作業スケジュール
を明確化し、作業見通しを立てる
ことにより本人の不安が軽減でき
ることを学んだ。
　これらを踏まえ、精神障害のある
社員のため、１日の作業スケジュー
ル表及び作業内容を項目化した
チェックリストを作成し、週３回
の短時間勤務から雇用を開始した。

　作業スケジュール表とチェック
リストは、社員の誰もが同じよう
に作業を理解できるよう作成され
たため、他の社員がこのリストを
活用して本人にわかりやすく指導
することができ、また、本人の業務
内容の理解もスムーズであり、本
人の作業範囲や責任が明確であっ
たことから効果が高かった。
　一方、障害のある社員について
具体的な課題が発生した場合には、
法人設立当初から行っている社員
ミーティングにおいて共有し、課
題への対処や解決方法を話し合う
こととしている。PDCAサイクル
による業務改善を意識しており、
今後とも定期的に続けていくこと
が重要と考えている。

▲1日の作業スケジュール表、作業内容のチェッ
クリスト（ ⇒ p.45）

キーワード

キーワード

事業所における様々な取組の
始まりであり、全ての基礎となっ
ているのが、「勉強会」の開催でし
た。自分たちの考えだけでは限界
があるため、専門家の力を借りる
ことを決めたことから、障害者雇
用が具体的に動き始めました。講
師を務めた支援機関とはその後
ネットワークが形成されていき、
障害のある社員のチーム支援が実
現しています。

解 説
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奨励賞

何かあったらすぐに相談に乗るというサポート体制を具体化

　これまで、障害のある社員に体調
が優れないなどの悩みがあって誰か
に相談したい時、副社長が全ての窓
口になっていたため、副社長が不在
の時に、障害のある社員が自らの状
況を誰に伝えればよいのかがはっき
りしておらず、対応までに時間がか
かることがあった。
　そこで、社員に何か悩みがあった
ら、現場の上司や身近で働く職場の
パート社員でもすぐに相談に乗る
ことができるというサポート体制
をとることとした。ジョブコーチ等
を講師として招聘し、全職員を対象
とした勉強会を行う事で、本人のコ
ミュニケーションの特徴や不調のサ
イン、対処方法を社員全員で理解し
た。その結果、社員は相談を受けた

場合には社内ミーティングや社内
メールで伝え、一方パート社員が相
談を受けた場合にはこれらを社員に
確実に伝えることとして、全社員が
状況を共有化し、対応することがで
きるようにしている。
　現場において起こっている課題が
きちんと吸い上げられ、上司が常に
相談に乗るなど、解決に向けた体制
が整えられるようになった。また、
本人の状態に応じて、社内で対応が
難しいことについては支援機関を紹
介し、活用するように結びつけた。
　これらの取組を通じて障害のあ
る社員とは信頼関係が醸成され、長
く仕事を続けていけそうだという
安心感を持ちつつ、「考えた結果こ
うだと思うのですが、どうでしょう

か？」と質問するなど仕事に対して
積極的な姿勢が見られるようになっ
ている。

▲支援機関のジョブコーチに最近の状況を伝えるAさん ▲洗浄作業に従事するAさん

3 社内サポート 4 情報共有改善策

3
キーワード
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